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人口減少が地域社会に与える影響
　　第1回「教育」

調 査 レ ポ ー ト

　　　人口減少社会に向かう埼玉県

　前述の通り、日本の人口は既に減少に転じている
が、埼玉県の状況はどうなのか概観したい。総務省
が5年に1度発表する国勢調査の2020年人口速報

値によれば、本県の人口は734万 6,836人となり、
前回調査時点より8万 302人増加した。本調査で人
口が増加した自治体は全国で9都府県あるが、増加
率が前回調査より上昇したのは本県を含めて、首都
圏の1都 3県と福岡県だけであった。図表1は埼玉
県が公表している推計人口の推移を示しているが、

ぶぎん地域経済研究所  調査事業部長兼上席研究員　藤坂　浩司

本県人口は2020年 5月を境にして減少傾向を見せ
始めている。同時期は新型コロナウィルスが国内で
も猛威を振るい始めた時期と重なり、本県の人口動
態に影響を及ぼしている可能性も考えられるが、基
本的には国の統計に比例して、今後、本格的な人口
減少に転じることが予想される。次に埼玉県が公表
する人口動態データのうち、県が区分する5つの地
域別に高校生の対象年齢を含めた「15歳 -19歳」区

分での人口推計を見てみたい。図表2は国勢調査の
実績値と同調査を基に推計した将来人口の推移を示
している。統計からは、すべての地域で「15歳 -19歳」
の人口が今後、減少していくことが分かるが、特に
県北部、秩父では他地域よりも人口減少が早く進む
ことが危惧される。
　この図表 2のデータを図表 3と照らしてみたい。
図表3は埼玉県内を営業路線とする私鉄3路線の営

図表 1：埼玉県の人口推移

図表 2：埼玉県内を地域区分ごとに見た 15歳－ 19 歳人口の推計

図表 3：営業区間が埼玉県内の私鉄 3線の通学定期旅客運輸収入の推移

埼玉県統計課の資料を基に当研究所で作成

　わが国の人口は2010年の 1億 2,806万人をピークに減少に転じ始めている。国立社会保障・人口問題研究
所による将来推計人口では、日本の人口は2030年には 1億 2,000万人を割込み、30年後の2053年には 9,924
万人にまで減少する推計が出されている。人口減少により私たちの生活に様々な影響や変化が顕在化し、地域
社会にも同様の事象が推測される。本レポートは、人口減少が地域社会に及ぼす影響について毎回、テーマを
設けて分析する。第1回は、高等学校を焦点に「教育」を取上げる。埼玉県では2004年の高校入試から通学
学区が撤廃され、学校の選択肢が増えた。また、1980年代以降、私立高校へ通う生徒数が増えている。それ
らの事象が人口減少と重なりどのような影響を及ぼしているのか考察をしてみたい。
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業収入のうち通学定期の収入を抜き出して2012年
から2019年までのデータをまとめたものだ。通学
定期の場合、主要ユーザーは高校生であるが、中央
地域を走る2路線と比べて、東部から北部、秩父を
横断する秩父鉄道は通学定期の収入が減少し続けて
いる。2017年度の秩父鉄道の決算事業報告書では、
定期旅客人員および定期旅客収入が前年度比減収に
なった原因として「沿線の就学人口の減少等による
通学定期旅客人員減少の影響が大きい」と指摘して
いる。2019年度の同鉄道の旅客運輸収入全体に占
める通学定期の割合は約14％で、学生数減少が公共
交通機関の経営に影響を及ぼしていることが窺える。

　　　県内高等学校数の変遷

　次に埼玉県内の高等学校数と生徒数の推移を見て
みたいが、その前に県内の中学生の推移を図表 4に
示す。本県では1986年の学生数33万8,471人をピー
クに中学生人口が減少の一途を辿っている。

　本県でも1971年から 1974年に起きた戦後の第
二次ベビーブームと人口推計が相関性を示している
ことが分かる。
　一方、図表 5は県内の全日制公立高校と私立高校
の学校数を1951年から記したものだ。公立高校は
1988年まで一貫して学校数が増え続け、2004年の
130校をピークに減少し始めている。一方、私立高
校も1985年まで増加を続け、その後、横ばいに転
じている。
　学校数で見る限り、公立高校と私立高校は一定の
割合で均衡を保っているが、このデータを図表 6と
照らしたい。図表 6は図表 5と同期間の高校生の人
数推移を示しているが、公立高校は1989年の学生
数19万 9,146人をピークにして、2021年の 10万
6,442人へと約9万3,000人学生数が減少している。
一方、私立高校の学生数は私立高校の学校数とほぼ
比例して推移している。このことから、人口減少が
公立高校の生徒数減少により影響を与えていること
が推察される。本県は全国の都道府県で「市」の数
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図表 4：埼玉県内の中学校生徒数の推移

図表 5：埼玉県内高等学校数の推移

図表 6：埼玉県内高等学校生徒数の推移

埼玉県『学校基本調査』に基づき本研究所で作成

埼玉県『学校基本調査』に基づき全日制学校を対象に本研究所で作成
公立は県立、市町村立、組合立を含む。学校数は分校がある場合、「本校 + 分校」
で 1 カウント。また統計には反映していないが、1965 年から国立校が 1 校ある。

埼玉県『学校基本調査』に基づき全日制学校を対象に本研究所で作成
公立は県立＋市町村立の合計。1958 年、59 年、61 年、64 - 68 年は組合立の学
生数を含む。
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要であろう。学生と親が高校を選択する理由には、
①卒業後の進路、②偏差値、③学校が持つ魅力、④
通学時間、⑤その他（親の出身校や友人の進学希望
先との関係等）などが主であろう。図表 11は図表
10の統廃合後に新設された高校の教育方針や特色
を、県や学校のホームページなどの情報を基に一覧
にしたものだが、各校が地域性や統合前の学校特性
などを踏まえながら独自のカリキュラムで工夫を凝
らしている。
　今後のさらなる人口減少に対応して「少人数」学

いていることが分かる。埼玉県内では1980年代に
最多の14校の私立高校が開校しており、地域別で
は県西部地域に私立高校全体の半数が集中している。　
　私立への進学率が増えた背景には、人口減少によ
り公立高校への進学者数が減少したことに加えて、
高校卒業後の進路や私立高校通学者に対する助成金
給付、さらには県外から私立高校出身者の転入によ
る子供の私学選択傾向の増加などがある。人口減少
により子供の数が今後も減る中で、本県では、私立
VS公立に加えて、私立VS私立、公立VS公立によ
る子供の争奪戦が激化していくと見られる。

　　　公立高校の統廃合が地域に与える影響

　埼玉県は2018年 4月、人口減少の流れを受けて
県教育委員会が「魅力ある県立高校づくり実施方策
策定に向けて（再編整備の進め方）」を発表した。発
表時点の全日制県立高校 134校を 2029 年までに
10～ 13校削減する方針を決めたもので、再編は3
期に分けて行われる。本県では畑和知事時代（1972
年 7月～92年 7月）に公立高校の新設が増えたが、
その後、土屋義彦知事時代（1992 年 7月～ 2003
年 7月）の1999年度から学校統合へと政策転換し
ている。
　図表10は2005年以降に統廃合された公立高校を
一覧にしたものだが、対象となる高校の設立時期の
多くが1970年代に集中している。中には1980年
代になって新設された学校も含まれ、第一期の卒業
生が還暦を迎える前に母校が消滅してしまうケース
も見られる。統廃合は同一地域内で同様なカラーの
学校や普通科と商業科、定時制など異なる教育内容
の学校を1つにまとめているが、一部には単独閉校
の学校も見られる。埼玉県では2004年の高校入試
から通学学区が撤廃され、学校の選択肢が増えたが、
学校の統廃合で通学時間が長くなるなど学生にとっ
てデメリットも発生するケースが起きていると考え
られる。
　学校の統廃合が行われる本質的な理由は人口減少
にあるが、学生や親から選ばれる学校であるかが重

級編成など先手を打つケースも見られ、いずれのケー
スもかつての公立高校のカリキュラムとは様相が異
なる。また、数は少ないが、県内にも公立の中高一
貫校が増え始めるなど、私立校や大学進学をより意
識した取組みも進んでいる。私立高校との競争に加
えて、他地域の公立高校との競争を意識した学校運
営は、魅力ある学校づくりにプラス効果をもたらし、
そのメリットは卒業生の輩出を通じて地域社会にも
還元されるだけに教育内容の質的向上を目指した学
校間競争は大いに歓迎されるところでもある。
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が全国一を誇り、また長年にわたり “県立王国 ”と
言われてきたが、既に中学生の「約3人に1人」が
私立高校へ進学している。
　この数字を図表7と比較すると、同じ関東圏で私
立学校の普及が先行している神奈川県と高校生徒数
全体に占める私立高校生の割合が同一レベルに近づ
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　　　まとめ

　人口減少が教育分野にどのような影響を及ぼして
いのか高等学校を事例に考察を行った。前述の通り、
本県の人口は今後、本格的な減少社会に突入するこ
とが見込まれ、そうした中で学校数を現状の形で維
持していくことは困難を伴うだろう。時代の流れに
即した最適な学校運営は不可避である。そうした事
象を踏まえながら、通学学区の撤廃や私立高校の台

頭など人口減少以外の変数が県内各地域にどのよう
な影響を与えるのか時間の経過を待たなければなら
ない点もある。
　一方、新型コロナウィルスの感染拡大やデジタル
技術の進歩などを背景にテレワークや地方移住者が
増加傾向を見せている。新たな視点で地域の魅力に
脚光が集まることで、それが学校の在り方を考える
機会にもなり、デジタル社会への変革を念頭にした
対応も期待したい。

図表 11：統合後に設立された新設校の特色
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